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確認すべき主な事項（事前分析表）

背景・課題について

１
施策目標の実現に向けて、どのような課題があるかを過不足なく記載できているか。
（注１） 課題の分析に漏れがあると、その後に続く、達成目標の設定が不十分となる可能性あり。

達成目標について

２ 課題に対応した達成目標を設定できているか。

３
施策目標の実現に向け、適切にブレイクダウンできているか、抽象的なものとなっていないか。
（注２） 達成目標に含まれる内容が多すぎる場合は、適宜分割をすることも要検討。

測定指標、参考指標について

４ 達成目標の進捗度合いを測定する指標として、合理的な指標が設定されているか（達成目標と測定指標の関係性は明確か）。

５
測定指標はアウトプットとアウトカムの双方が設定されているか。

（注３） 最終的なアウトカムだけでなく、アウトプットと直接的な関係性のある短期的なアウトカムや、最終的なアウトカムを実現するための
中期的なアウトカムを設定することが望ましい。

６ 測定指標のうち「主要な指標」とそれ以外の指標が区分されているか。また、「主要な指標」とする理由は明確で、適切に選定されているか。

７ 当該年度の目標値が記載されているか。

８ 目標値は過年度実績や最終目標年度の目標値を踏まえ、適切な水準に設定されているか。

９ 目標値を設定することは困難だが、実績値を経年的に把握することで、評価の参考となる情報について、参考指標として設定されているか。

達成手段について

１０ 測定指標と関連する達成手段数が０となっていないか。

１１ 達成目標と関連する達成手段が多数になっているなど、達成目標と達成手段との関係が複雑な構造となっていないか。 （注２）参照
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・ 自殺対策は自分自身に関わる問題であると思う人
の割合は近年増加傾向にあり、自殺や自殺対策に関
する知識の普及・啓発が進展。

達成
目標２

現状（背景）

１. 我が国の自殺の現状

・ 自殺対策基本法が成立した平成18 年と、コロナ
禍以前の令和元年とを比較すると、男性は38％
減、女性は35％減となるなど、着実に自殺対策の
成果を挙げてきた。

・ しかし依然として、日本の自殺死亡率は先進国の
中で高い水準にあり、また、令和４年の自殺者の
総数は21,881人（対前年比874人増）となり、男性
は13年ぶりの増加、女性は３年連続増加。

課 題 １

課 題
２

達成目標１

【測定指標】太字・下線が主要な指標

１ 人口10万人当たりの自殺者数（アウトカム）

７ ＳＮＳを活用した相談事業における相談件数（延べ件数）
（アウトプット）

２ 交付金を活用して、事業を実施する都道府県、市町村及び民間団体数（アウトプット）

３ 「10歳～19歳」及び「20歳～29歳」の人口10万人当たりの自殺者数（アウトカ
ム）

【概要】令和６年度事前分析表（案）（施策目標Ⅶ-１-５）
基本目標Ⅶ： ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図ること

施策大目標１： 地域住民の様々なニーズに対して、地域の関係機関が連携して、必要な福祉サービスや支援を包括的に提供しつつ、
地域の多様な主体の参加・協働を促し、地域共生社会を実現すること

施策目標５： 自殺総合対策大綱に基づき、自殺対策を推進すること

・ 自殺を防ぐための地域における相談体制の充実を
図り、相談しやすい体制の整備を促進するため、都道
府県・政令指定都市が実施している公的な電話相談
事業に全国共通の電話番号を設定した「こころの健
康相談統一ダイヤル」を運用。

・ 全国でのポスターの提示やSNSを含めたネットでの
広告等によりSNSや電話相談の窓口等を周知。

２. 自殺対策に係る広報の実施・相談体制の整備

・ 男性の自殺者数は、女性の約2.1倍。

自殺リスクの高まりへの懸念に対し、自殺を未然に防止するための対策を強化し、自殺
死亡率を減少させる必要

地域レベルの実践的な自殺対策の取組の更なる推進等

・ 自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景
を有しており、様々な要因が連鎖する中で発生。

※令和４年中の原因・動機特定者は19,164人であ
り、原因・動機は「健康問題」が一番多く（12,774
人）、「家庭問題」、「経済・生活問題」、「勤務問
題」と続く。

・ 地域自殺対策強化交付金により、地域に
おける自殺の実態及び特性に即した自殺対
策等（※）を支援。

２

地域住民が自殺に関して相談しやすい環境を更に
整備する必要

自殺や自殺対策に関する知識の普及・啓発

４ 原因・動機が特定された自殺者のうち、勤務問題を理由とした自殺者数（アウトカム）

６ こころの健康相談統一ダイヤルの実施回数（アウトプット）

５ 自殺対策は自分自身に関わる問題であると思う人の割合
（アウトカム）

【参考指標】
【参考指標】

・ 小中高生の自殺者数は近年増加傾向にあり、令
和４年は514人と令和２年の499人を超え過去最多。

※対面・電話・SNS相談の実施、人材養成、支援
情報や相談窓口情報の周知、自殺未遂者への
継続的支援 等

・ こども家庭庁を中心とした「こどもの自殺対
策に関する関係省庁連絡会議」において令
和５年６月に「こどもの自殺対策緊急強化プ
ラン」をとりまとめ。

・ 全国規模でＳＮＳ相談を実施する「基幹ＳＮＳ相談事
業者」を選定し、事業者と都道府県等や支援団体が
連携し、入口から出口まで一環した包括的支援体制
を構築。



○ 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を
持って暮らすことができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切
に図られることを旨として、実施されなければならない

○ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、総合的に実施されなければならない

○ 都道府県・市町村は、それぞれ都道府県自殺対策計画・市町村
自殺対策計画を定めるものとする

○ 自殺予防週間(９月10日～９月16日)を設け、啓発活動を広く展開
○ 自殺対策強化月間(３月)を設け、自殺対策を集中的に展開

○ 国は、都道府県自殺対策計画・市町村自殺対策計画に基づいて当該
地域の状況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効
果的な取組等を実施する都道府県・市町村に対し、交付金を交付

○調査研究等の推進及び体制の整備（第15条）
○人材の確保等（第16条）
○心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等（第17条）
○医療提供体制の整備（第18条）
○自殺発生回避のための体制の整備等（第19条）
○自殺未遂者等の支援（第20条）
○自殺者の親族等の支援（第21条）
○民間団体の活動の支援（第22条）

自殺対策基本法の概要（平成18年法律第85号）

○ 政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組織を整備

基本理念（第２条）

自殺予防週間・自殺対策強化月間（第７条）

都道府県自殺対策計画等（第13条） 都道府県・市町村に対する交付金の交付（第14条）

基本的施策（第15条～第22条）

必要な組織の整備（第25条）

○ 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合
的な自殺対策の大綱（自殺総合対策大綱）を定めなければならない。

自殺総合対策大綱（第12条）

○ 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議を置き、次に掲
げる事務をつかさどる。
・ 自殺総合対策大綱の案を作成すること。
・ 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。
・ 上記のほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺
対策の実施を推進すること。

○ 会議は、会長及び委員をもって組織し、会長は厚生労働大臣を充て、
委員は国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者を充てる。

自殺総合対策会議（第23～第24条）

最終改正：平成28年法律第11号
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自殺者数の推移

自殺者総数・男女別の推移 小・中・高生の自殺者数の推移

自殺対策基本法が成立した平成18年と、コロナ禍以前の
令和元年の自殺者数を比較すると、自殺者総数は37%減、
男性は38%減、女性は35%減となった。
（H18 32,155人 → R１ 20,169人）
令和４年には、自殺者総数が前年を上回り、21,881人と
なった。また、男性の自殺者数が13年ぶりに増加し、女
性の自殺者数が３年連続で増加した。

小中高生の自殺者数は、増加傾向となっている。

令和４年には、過去最多の514人となった。

※警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成
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「第４次自殺総合対策大綱」
（令和４年10月14日閣議決定）のポイント

○ 自殺対策基本法が成立した平成18年と、コロナ禍以前の令和元年の自殺者数を比較すると男性は38％減、女性
は35％減となっており、これまでの取組みに一定の効果があったと考えられる。（平成18年 :32,155人→令和元年:20,169人）

○ 自殺者数は依然として毎年２万人を超える水準で推移しており、男性が大きな割合を占める状況は続いている
が、更にコロナ禍の影響で自殺の要因となる様々な問題が悪化したことなどにより、女性は２年連続の増加、小
中高生は過去最多の水準となっていることから、今後５年間で取り組むべき施策を新たに位置づける。

➤ 妊産婦への支援、コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性の自殺対策を「当面の重点施策」に新たに位置づけて取組を強化。

➤ 自殺等の事案について詳細な調査や分析をすすめ、自殺を防止する方策を検討。
➤ 子どもの自殺危機に対応していくチームとして学校、地域の支援者等が連携し自殺対策にあたることができる仕組み等の構築。
➤ 命の大切さ・尊さ、ＳＯＳの出し方、精神疾患への正しい理解や適切な対応等を含めた教育の推進。
➤ 学校の長期休業時の自殺予防強化、タブレットの活用等による自殺リスクの把握やプッシュ型支援情報の発信。
➤ 令和５年４月に設立が予定されている「こども家庭庁」と連携し、子ども・若者の自殺対策を推進する体制を整備。

➤ 地域の関係者のネットワーク構築や支援に必要な情報共有のためのプラットフォームづくりの支援。
➤ 地域自殺対策推進センターの機能強化。

１ 子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化

２ 女性に対する支援の強化

３ 地域自殺対策の取組強化

➤ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進。
➤ 国、地方公共団体、医療機関、民間団体等が一丸となって取り組んできた総合的な施策の更なる推進・強化。

４ 総合的な自殺対策の更なる推進・強化

■孤独・孤立対策等との連携 ■自殺者や親族等の名誉等 ■ゲートキーパー普及※ ■SNS相談体制充実 ■精神科医療との連携
■自殺未遂者支援■勤務問題 ■遺族支援 ■性的マイノリティ支援 ■誹謗中傷対策 ■自殺報道対策 ■調査研究 ■国際的情報発信など

※ゲートキーパーとは、悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、見守る人のこと。 ５



こどもの自殺対策緊急強化プラン（概要） 令和５年６月２日
こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議

○ 近年、小中高生の自殺者数は増加しており、令和４年の小中高生の自殺者数は514人と過去最多となった。

○ 関係省庁連絡会議を開催。有識者・当事者の方々からのヒアリングも踏まえ、こどもの自殺対策の強化に関する施策をとりまとめた。

○ このとりまとめに基づき、自殺に関する情報の集約・分析、全国展開を目指した１人１台端末の活用による自殺リスクの把握や都道府県等の

「若者自殺危機対応チーム」の設置の推進など、総合的な取組を進めていく。

○ 今後、さらにそれぞれの事項についてより具体化を図った上で、こども大綱に盛り込めるよう検討を進める。

こどもの自殺の要因分析

・ 警察や消防、学校や教育委員会、地方自治体等が保有する自
殺統計及びその関連資料を集約し、多角的な分析を行うための
調査研究の実施（自殺統計原票、救急搬送に関するデータ、CDRによる
検証結果、学校の設置者等の協力を得て詳細調査の結果等も活用）

・ 学校等における児童生徒等の自殺又は自殺の疑いのある事案
についての基本調査・詳細調査の実施。国における調査状況の
把握・公表 等

自殺予防に資する教育や普及啓発等

・ すべての児童生徒が「SOSの出し方に関する教育」を年１回
受けられるよう周知するとともに、こどものＳＯＳをどのよう
に受け止めるのかについて、教員や保護者が学ぶ機会を設定

・ 「心の健康」に関して、発達段階に応じて系統性をもって指
導。「心の健康」に関する啓発資料の作成・周知 等

自殺リスクの早期発見

・ １人１台端末の活用等による自殺リスクの把握のための、シス
テムの活用方法等を周知し、全国の学校での実施を目指す。科学
的根拠に基づいた対応や支援のための調査研究

・ 自殺リスク含む支援が必要なこどもや家庭を早期に把握・支援
するため、個人情報の適正な取扱いを確保しながら、教育・保
健・福祉などの情報・データを分野を超えた連携に取り組む

・ 公立小学校、中学校等でのスクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカー等の配置促進 等

電話・ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備

・ 「孤独ダイヤル」（#9999）の試行事業の実施

・ LINEやウェブチャット・孤立相談等のSNSを活用した相談体制
の強化 等

自殺予防のための対応

・ 多職種の専門家で構成される「若者の自殺危機対応チーム」を
都道府県等に設置し、自殺未遂歴や自傷行為の経験等がある若者
など市町村等では対応が困難な場合に、助言等を行うモデル事業
の拡充。その上で、危機対応チームの全国展開を目指す

・ 不登校児童生徒への教育機会の確保のための関係機関の連携体
制の整備や、不登校特例校の設置促進・充実 等

・ こども家庭庁の自殺対策室の体制強化、関係省庁と連携した啓
発活動

・ 「こども若者★いけんぷらす」によるこどもの意見の公聴、制
度や政策への反映（支援につながりやすい周知の方法も含む）

・ 関係閣僚によるゲートキーパー研修の受講及び全国の首長に向
けた受講呼びかけメッセージの作成 等

こどもの自殺対策に関する関係省庁の連携及び体制強化等

遺されたこどもへの支援

・ 地域における遺児等の支援活動の運営の支援 等

６



こどもの自殺対策緊急強化プランのポイント

要因分析
警察や消防、学校や教育委員会、地方自治体等が保有する自殺に関する統計及びその関連資料を
集約し、多角的な分析を行うための調査研究を立ち上げ、ＥＢＰＭの視点も踏まえ、こどもの自殺の実
態解明に取り組むとともに、分析に当たっての課題把握に取り組む

リスクの早期発見 的確な対応
１人１台端末の活用等により、
自殺リスクの把握や適切な支援につなげるた
め、有償・無償で利用できるシステムやその活用方法、

マニュアル等を整理・作成し、全国の教育委員会等に周知

し、全国の学校での実施を目指すとと
もに、科学的根拠に基づいた対応や支援を可能とするため

の調査研究を実施し成果を普及する

多職種の専門家で構成される
「若者の自殺危機対応チーム」
を都道府県等に設置し、自殺未遂歴や自傷行為の経験等が
ある若者など市町村等では対応が困難な場合に、助言等を
行うモデル事業の拡充を図るとともに、より効果的な取組
となるよう、運営に関するガイドラインの策定も含め、実
施自治体に対し、指定調査研究等法人が必要な支援を行う。
そ の 上 で 、 「 若 者 の 自 殺 危 機 対 応 チ ー ム 」 の

全国への設置を目指す

こどもが自ら命を絶つようなことのない社会の実現
７



SNS相談機関

ＮＰＯ法人

学校

ハローワーク
就労支援機関

医療機関

警察・消防

福祉事務所
児童相談所

保健所
弁護士

ＳＮＳでの相談

課題解決のため
のつなぎ

①相談内容を見て悩みごとを確認
②自殺リスクが高い方を優先して対応
③緊急性が高い場合には、警察につなぐ
④対応方法の検討、アドバイス
⑤悩みの内容・課題に応じて身近な地域の支援機関につなぐ

（事案によっては同行も）

地域の支援機関

ＳＮＳ相談のイメージ

悩み事の傾聴

必要な支援情報の提供

相談

８




